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既設トンネルの維持管理について
1.はじめに
近年、東日本大震災の発生、高速道路トンネルの崩落事故といった背景により、高度成長期に集中整備されたインフラ設備の維持管理に関する社会的な関心が高まっている。
この問題に関し、国や地方公共団体が一丸となってインフラの戦略的な維持管理、更新等を推進し、将来にわたり安全、安心して使えるようにしなければならない。
2.岐阜県内道路トンネルの現状
　・岐阜県内トンネルの箇所数　374本（H28.3現在）

　　　道路管理者別内訳　高速道路会社　　102本

　　　　　　　　　　　　国土交通省　　　 31本

　　　　　　　　　　　　岐阜県　　　　　176本

　　　　　　　　　　　　市町村　　　　　 65本

　・岐阜県管理道路トンネルの現状
　　　トンネル総本数　　　 176本　（全国第6位）

　　　トンネル総延長　　104,252m　（全国第1位）

　・岐阜県管理の建設後50年以上トンネル本数の推移（2015年現在）
　　　2015年（現在）　2025年（10年後）　2035年（20年後）　2045年（30年後）

　　　　　12％　　　　　　　22％　　　　　　　　43％　　　　　　　　68％
　　上記のように、建設後50年経過した施設は現在12％ですが、30年後には68％になるなど、今後急速に高齢化が進行していく。老朽化が進行するとトンネル構造的な健全性を損なうことに加え、コンクリート片の剝落といった第三者に被害を及ぼす可能性も高くなる。災害が起きる前にトンネルメンテナンスを行う必要がある。

3.岐阜県におけるトンネルメンテナンスの現状

　　平成24年12月の笹子トンネル天井板崩落事故を契機に道路法・道路法施工規則が改正され、すべてのトンネルにおいて「5年に1回の頻度で近接目視点検」が義務化された。

　　年度別による岐阜県のトンネル修繕計画に関する取組と維持管理に関する出来事としては、平成24年12月の笹子トンネルの事故を受けトンネル付属施設の緊急点検が実施された。平成25年4月、付属物判定区分や点検調書の追加、同年7月、岐阜県道路施設維持管理に関する検討会が設置、平成26年7月、岐阜県トンネル点検マニュアルが改定され、付属施設点検の追加、判定区分の細分化、判定基準の見直し、点検調書の見直しがされた。
　　点検結果の判定基準は下記のとおりです。改定前は3区分だったのが、改定後は5段階の区分になった。

	判定

区分
	旧

区分
	判定基準

	対策の内容

	Ⅰ
	Ｓ
	変状はないか、あっても軽微で対策が不要なもの。
	なし。

	Ⅱa
	Ｂ
	軽微な変状で、現状では通行者・通行車両に対する危険
や構造安全性の低下の懸念はないが、監視を必要とする

もの。
	継続監視。

	Ⅱb
	Ｂ
	変状があり、将来、通行者・通行車両に対して危険を与
えるか、構造安全性の低下が懸念されるため、重点的に

監視を行い、計画的な対策を必要とするもの。
	継続監視し、
計画的に対策

を検討する。

	Ⅲ
	Ｂ
	変状があり、それが進行して、早晩、通行者・通行車両
に対して危険を与えるか、構造安全性の確保に懸念があ

るため早急な対策を必要とするもの。
	早急に対策を
検討する。

	Ⅳ
	Ａ
	変状が大きく、通行者・通行車両に対して危険を及ぼす
可能性があるか、構造安全性の確保に大きな懸念がある

ために、直ちに何らかの対策を必要とするもの。
	応急対策後、
直ちに対策を

検討する。


4.今後の維持管理のあり方
　　維持管理費のトータルコストの縮減と予算の平準化の対策として、これまでの対症療法的な維持管理（事後保全型維持管理）から、損傷が軽微な段階に予防的な修繕を実施することで、機能の保持・回復を図る（予防保全型維持管理）へシフトする必要がある。これらは損傷が深刻化してから大規模な修繕を行う事後保全から、損傷が軽微なうちから修繕を行う予防保全型に転換し、ライフサイクルコストを縮減、道路ストックを長寿命化させるものである。つまり、建設段階から維持管理を意識した施工を行うことにより、品質の向上や維持管理の効率化が期待できると考える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上


[ 日本技術士会岐阜支部　会報の情報連絡先 ]

　　〒５０９－０１０８　各務原市須衛町１－１７９－１　テクノプラザ５Ｆ

TEL：0583-79-0580　FAX：0583-85-4316　Ｅｍａｉｌ：gcea9901@ybb.ne.jp

1/2

